
審議会等の設置及び公開に関する指針 

 

１ 目 的 

亀岡市の附属機関である各種審議会等（以下｢審議会等｣という。）の運営の一層

の活性化、簡素効率化を図るとともに、行政コストの削減をはじめ、市政への市民

参画の推進、行政の公正の確保と透明性の向上等により市民に開かれた市政を推進

していくため、審議会等の設置等の指針を定めることを目的とする。 

２ 対 象 

この指針において、｢審議会等｣とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１３８条の４第３項に規定する附属機関及び市民、学識経験者等からの意見を聴取

し、市政に反映させることを主な目的として、規則、要綱等により設置された委員

会、協議会等とする。（ただし、市職員のみで構成する内部組織を除く。） 

３ 審議会等の設置 

審議会等の設置に当たっては、次に掲げる事項に留意すること。 

⑴ 必要性を十分検討して安易に設置することを避けるものとする。 

⑵ 審議会等を設置する場合、設置目的が類似する既存の審議会等において分科会

あるいは部会を設置して、弾力的、機動的な対応ができないか検討する。 

⑶ 可能な場合には、審議会等の設置期間の終期を設定すること、又は目的を達成

した場合には、当該審議会等を廃止することをあらかじめ規定しておくものとす

る。 

４ 審議会等の見直し 

既存の審議会等について、次に掲げる事項のいずれかに該当するものについては、

廃止又は他の審議会等との統合を検討するものとする。 

⑴ 所期の設置目的を達成したもの。 

⑵ 社会経済情勢の変化や必置規制の緩和等により、設置の必要性が低下したもの。

⑶ 過去３年以上審議が行われないなど、活動実績がないもの。 

⑷ 審議事項、委員構成等が他の審議会等と類似、又は重複するもの。 

５ 委員の選任基準等 

幅広く市民の声を市政に反映させるため、審議会等の委員の選任（改選を含む。

以下同じ。）に当たっては、法令等に定めがある場合や当審議会において高度で専

門性を必要とするなどの特別な事由がある場合を除き、次に掲げる事項に留意する

ものとする。 



⑴ 一審議会等あたりの委員数は、必要最小限にとどめ、２０人以内とするが、特

別な事情がある場合は上限を３０名以内に努めるものとする。 

⑵ 委員の選任に当たっては、審議会等の設置目的に沿った関係のある幅広い分野

から人材を起用するとともに、公募制の積極的導入に努めるものとし、その所管

課長等は各委員候補者の検討を始める段階で、別記様式１により、原則として選

任の２ヶ月前までに企画調整課長と協議を行うものとする。 

⑶ 関係団体から選任する場合は、当該団体の代表者に限らず、広く構成員の中か

ら推薦を受けて選任に努めるものとする。 

⑷ 委員には、積極的に女性の登用を図るものとする。 

⑸ 市議会議員は、当該審議会の構成上不可欠な場合等任命権者が特に必要と認め

る場合を除き選任しないものとする。 

⑹ 職員は、原則として委員に選任しないものとする。 

⑺ 委員がその職務を十分果たし得るよう、他の審議会等の委員と兼ねることので

きる件数は、できる限り４件以内（ただし、公募委員については２件以内）とす

る。 

⑻ 委員の任期は、２年以内とし、同一委員の継続在任期間は、できる限り１０年

以内とする。 

６ 会議の公開の基準 

審議会等の会議は、亀岡市情報公開条例（平成１２年条例第３２号）第７条各号

のいずれかに該当する情報について審議等を行う場合を除き、原則、公開するもの

とする。 

７ 公開又は非公開の決定等 

⑴ 審議会等の会議の公開又は非公開は、６の会議の公開の基準に基づき、当該審

議会等が決定するものとする。 

⑵ 審議会等は、会議を非公開とした場合には、その理由を亀岡市のホームページ

への掲載や市民情報コーナーにおける閲覧などにより、明らかにするものとする。 

８ 会議開催の周知 

審議会等は、会議を公開するに当たっては、原則として当該会議の開催日の１週

間前までに、会議の概要を亀岡市のホームページに掲載するほか、当該概要を記載

した書面を市民情報コーナーにおいて閲覧に供すること等により、市民に周知する

よう努めなければならない。 

ただし、会議を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

９ 公開の方法 

⑴ 審議会等は、会議を公開するときは、会場に傍聴席を設けるものとする。 



⑵ 審議会等は、会議の傍聴を認める者の定員をあらかじめ定めるとともに、会議

が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴に係る手続等を定めるものとする。 

１０ 審議等の要旨の公開 

⑴ 審議会等は、公開した会議の審議等の要旨を閲覧に供するよう努めるものとす

る。 

⑵ 審議会等は、会議を非公開とした場合であっても、亀岡市情報公開条例第７条

各号に掲げる情報に該当するものを除き、当該会議の審議等の要旨を⑴に準じて

閲覧に供するよう努めるものとする。 

１１ 運営状況等の調査 

⑴  政策企画部長は、毎年度定期に審議会等の運営状況について調査を行うもの 

とする。 

⑵  所管部局長は、審議会等に係る委員改選、新設、廃止等を行ったときは、速

やかに報告書（別記様式２）を企画調整課長に提出するものとする。 

⑶ 政策企画部長は、前項の結果に基づき、審議会等の運営の適正化に努めるもの

とする。 

１２ 施行期日 

この指針は平成１３年６月１日から施行する。 

附 則 

この指針は平成１４年６月３日から施行する。 

附 則 

この指針は平成２１年１１月２６日から施行する。 

   附 則 

    この指針は平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

    この指針は平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則 

    この指針は平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

    この指針は令和３年４月１日から施行する。 

 

 


